
場合であつて、特例法施行規則第40条第４項の規定により口座振替による納付の申出を行
うときは、「（【予納台帳番号】）」を「【振替番号】」とし、振替番号を記載し、「【納付金額】」に
は納付すべき出願手数料と登録料の合算額を記載する。実用新案法第31条第５項ただし書


及び第54条第７項ただし書の規定により、現金により出願手数料と登録料を納付する場合

であつて、特例法施行規則第40条第５項の規定により指定立替納付者による納付の申出を

行うときは、「（【予納台帳番号】）」を「【指定立替納付】」とし、「【納付金額】」には納付すべき

出願手数料と登録料の合算額を記載する。


場合であつて、特例法施行規則第40条第４項の規定により口座振替による納付の申出を行
うときは、「（【予納台帳番号】）」を「【振替番号】」とし、振替番号を記載し、「【納付金額】」に
は納付すべき出願手数料と登録料の合算額を記載する。



25 第１条の２第３項の規定により、産業技術力強化法第17条第１項


の規定による特定研究
開発等成果に係る実用新案登録を受けようとする出願であるときは、「【納付年分】」の欄の
次に「【国等の委託研究の成果に係る記載事項】」の欄を設けて、「平成〇年度、〇〇省、〇〇
委託事業、産業技術力強化法第17条第１項


の適用を受ける実用新案登録出願」又は「平成

〇年度、〇〇省、〇〇請負事業、産業技術力強化法第17条第１項


の適用を受ける実用新案
登録出願」のように記載する。

25 第１条の２第３項の規定により、産業技術力強化法第19条


の規定による特定研究開発等
成果に係る実用新案登録を受けようとする出願であるときは、「【納付年分】」の欄の次に
「【国等の委託研究の成果に係る記載事項】」の欄を設けて、「平成〇年度、〇〇省、〇〇委託
事業、産業技術力強化法第19条


の適用を受ける実用新案登録出願」又は「平成〇年度、〇

〇省、〇〇請負事業、産業技術力強化法第19条


の適用を受ける実用新案登録出願」のよう
に記載する。

26～29 ［略］ 26～29 ［略］
30 第23条第２項において準用する特許法施行規則第27条の４第３項の規定により、パリ条
約による優先権又はパリ条約の例による優先権を主張しようとする旨等を願書に記載して
その旨等を記載した書面の提出を省略するときは、「【代理人】」の欄の次に「【パリ条約によ
る優先権等の主張】」の欄を設け、その欄に「【国・地域名


】」及び「【出願日】」を設けて、国・


地域名


及び出願日を記載する。これらの優先権の主張の基礎とされた出願の番号を記載す
るときは、「【出願日】」の次に「【出願番号】」の欄を設けて、その番号を記載する。第23条第
２項において準用する特許法施行規則第27条の４第５項の規定により、第23条第２項にお
いて準用する特許法施行規則第27条の３の３第３項第１号に規定する事項を願書に記載し
て当該事項を記載した書面の提出を省略するときも同様とする。また、第23条第２項にお
いて準用する特許法施行規則第27条の４第５項の規定により、第23条第２項において準用
する特許法施行規則第27条の３の３第３項第２号に規定する事項を願書に記載して当該事
項を記載した書面の提出を省略するときは、「【出願番号】」の次に「【優先権証明書提供国（機
関）】」及び「【提供国（機関）における出願の番号】」を設けて、実用新案法第11条第１項に
おいて準用する特許法第43条第２項に規定する書類に記載されている事項を電磁的方法に
より特許庁長官に提供する国の国名又は国際機関の名称及びその国又は国際機関において
した出願の番号を記載し、第23条第２項において準用する特許法施行規則第27条の３の３
第３項第３号に規定する事項を願書に記載して当該事項を記載した書面の提出を省略する
ときは、「【出願番号】」の次に「【出願の区分】」及び「【アクセスコード】」を設けて、それぞれ、
優先権の主張の基礎とした出願の区分（「特許」、「実用新案登録」等の別）及び実用新案法
第11条において準用する特許法第43条第２項に規定する書類に記載されている事項を電磁
的方法により特許庁長官に提供するためのアクセスコードを記載し、その次に「【優先権証
明書提供国（機関）】」を設けて特許法第43条第２項に規定する書類に記載されている事項
を電磁的方法により特許庁長官に提供する国の国名を記載し、又は、「世界知的所有権機関」
と記載する。なお、２以上の優先権を主張しようとするときは、次のように欄を繰り返し
設けて記載する。

30 第23条第２項において準用する特許法施行規則第27条の４第３項の規定により、パリ条
約による優先権又はパリ条約の例による優先権を主張しようとする旨等を願書に記載して
その旨等を記載した書面の提出を省略するときは、「【代理人】」の欄の次に「【パリ条約によ
る優先権等の主張】」の欄を設け、その欄に「【国名


】」及び「【出願日】」を設けて、国名


及び出

願日を記載する。これらの優先権の主張の基礎とされた出願の番号を記載するときは、「【出
願日】」の次に「【出願番号】」の欄を設けて、その番号を記載する。第23条第２項において準
用する特許法施行規則第27条の４第５項の規定により、第23条第２項において準用する特
許法施行規則第27条の３の３第３項第１号に規定する事項を願書に記載して当該事項を記
載した書面の提出を省略するときも同様とする。また、第23条第２項において準用する特
許法施行規則第27条の４第５項の規定により、第23条第２項において準用する特許法施行
規則第27条の３の３第３項第２号に規定する事項を願書に記載して当該事項を記載した書
面の提出を省略するときは、「【出願番号】」の次に「【優先権証明書提供国（機関）】」及び「【提
供国（機関）における出願の番号】」を設けて、実用新案法第11条第１項において準用する
特許法第43条第２項に規定する書類に記載されている事項を電磁的方法により特許庁長官
に提供する国の国名又は国際機関の名称及びその国又は国際機関においてした出願の番号
を記載し、第23条第２項において準用する特許法施行規則第27条の３の３第３項第３号に
規定する事項を願書に記載して当該事項を記載した書面の提出を省略するときは、「【出願
番号】」の次に「【出願の区分】」及び「【アクセスコード】」を設けて、それぞれ、優先権の主張
の基礎とした出願の区分（「特許」、「実用新案登録」等の別）及び実用新案法第11条におい
て準用する特許法第43条第２項に規定する書類に記載されている事項を電磁的方法により
特許庁長官に提供するためのアクセスコードを記載し、その次に「【優先権証明書提供国（機
関）】」を設けて特許法第43条第２項に規定する書類に記載されている事項を電磁的方法に
より特許庁長官に提供する国の国名を記載し、又は、「世界知的所有権機関」と記載する。
なお、２以上の優先権を主張しようとするときは、次のように欄を繰り返し設けて記載す
る。

平
成


年

月


日
火
曜
日

(号
外
第


号
)

官
報





		2019-02-08T15:28:10+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	（なし）




